
笠間市（かさまし）

＜行政組織＞

①議会(H14.3.1 現在)

議長 渡 辺 浩 一 副議長 野 原 義 昭

任期 H16.1.14 定数 20 名 現議員数 20 名

党派別 自民 1 公明 1 共産 1 無 17

②三役(H14.3.1 現在)

長 磯 良 史 任期 H10.5.29～H14.5.28

助役 青 木 可 光 収入役 欠

③職員数 （人）

H11 年度 H12 年度 H13 年度
職員数

311 303 300

普通会計 274 一般行政職 187

うち施設関係 73 技能労務職 40

企業職 9職員一人

当たり住民数
101.5

消防職 0

公営事業会計 26 教育職 13

職員構成

(H13.4.1)

合計 300 その他 51

④機構図（H14.3.1 現在）

＜市長＞－＜助役＞－

市 長 公 室―秘書広聴課,企画課

総 務 部― 総務課,税務課

民 生 部― 市民課,保健年金課（保健センター）,環境課

（清掃センター）,福祉事務所（保育所）

経 済 部― 農政課（クラインガルテン）,商工観光課

建 設 部― 建設課,都市計画課

＜収入役＞― 出納室

＜水道事業管理者＞－水道課

＜教育長＞－

教育次長― 学務課（学校給食センター）,

生涯学習課（図書館準備室,体育振興室,中央公民

館,笠間幼稚園,稲田幼稚園,

市民体育館）

＜議会＞

議会事務局

＜行政委員会＞

選挙管理委員会事務局,監査委員事務局,農業委員会事務局,

公平委員会事務局,固定資産評価委員会事務局

＜概要＞

①沿革

昭和 33 年 8 月 1 日 市制施行

昭和 34 年 4月 10 日 境界変更 友部町の一部

昭和 59 年 12 月 1 日 境界変更 友部町の一部

②地勢・風土等

首都東京から約 100ｋｍ圏内にあり、県央地域の西部に

位置し、周辺は山岳丘陵が連なり笠間盆地を形成しており中

央を涸沼川が流れています。鎌倉時代より城下町・門前町と

して栄えた地方都市で、歴史、文化、芸術、観光などの貴重

な資源があります。

市の将来像を「21 世紀に輝く、うるおいとやすらぎのまち・

かさま」として、市民と共に実現を目指しています。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H14.3.1）

男 14,931 14,724 14,661 14,594

女 15,880 15,613 15,415 15,420
人

口

(人) 合計 30,811 30,337 30,076 30,014

世帯数 8,450 8,775 9,257 9,428

④有権者数（H13.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 11,778 12,553 24,331 21.3％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 10 年度）

市町村内総生産 791 億円 就業者 1人当たり 5,931 千円

住民所得 715 億円 人口 1 人当たり 2,378 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H10 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 1,530 1.9％ 1,496 9.66％

第 2 次 29,652 37.5％ 5,386 34.79％

第 3 次 49,855 63.0％ 8,527 55.08％

総額・総数 79,115 ― 15,480 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
2,171 2,356 322（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H11.1.1～H11.12.31)

製造業

(H11.12.31)
155 2,160 41,782

商店数 従業者数
年間販売額

(H10.4.1～H11.3.31)卸・小売業

(H11.7.1)
585 2,872 48,711

④特産物

笠間焼、稲田みかげ石
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<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 Ｈ11 決算 H12 決算 増減率

歳 入 11,940,308 11,204,377 -6.2

歳 出 11,596,802 10,877,138 -6.2

形式収支 343,506 327,239 ―

実質収支 190,341 175,219 ―

単年度収支 41,037 -15,122 ―

実質単年度収支 307,048 136,107 ―

積立金現在高 2,741,071 2,751,433 0.4

地方債現在高 9,291,980 9,252,239 -0.4

②財源及び支出の状況（構成比） （％）

区分 Ｈ11 決算 H12 決算

一般財源 73.5 77.1

自主財源 38.6 38.7

義務的経費 36.2 36.1

投資的経費 21.8 21.2
③主な歳入・歳出 （百万円・％）

区分
H12

決算
増減率

H13

見込み
増減率

H14

当初予算
増減率

歳 入 11,204 -6.2 11,358 1.4 10,588 1.0

うち地方税 2,935 -5.5 2,953 0.6 2,960 -1.9

うち地方交付税 3,931 0.9 3,714 -5.5 3,400 -5.6

うち国県支出金 1,443 -24.2 1,617 12.1 1,219 -7.6

うち地方債 587 -19.2 877 49.4 1,009 100.6

歳 出 10,877 -6.2 10,992 1.1 10,588 1.0

人件費 2,288 -3.5 2,308 0.9 2,365 2.0

扶助費 680 -23.8 686 0.9 774 10.3

公債費 956 -2.2 1,055 10.4 979 -2.1

う

ち

義

務

的

経

費 計 3,924 -6.6 4,049 3.2 4,118 2.4

うち物件費 1,483 1.9 1,698 14.5 1,831 3.9

補

助
764 20.4 620 -18.8 510 20.6うち

普通建設

事業費 単

独
1,319 -24.5 1,707 29.4 1,272 -21.5

④主要指標（平成 12 年度）

区分 指数等

標準財政規模 7,167 百万円

歳出決算倍率 1.5 倍

経常収支比率 82.2 ％

財政力指数（3 ヶ年平均） 0.467

実質収支比率 2.4 ％

公債費比率 9.8 ％

公債費負担比率 10.8 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 7.1 ％

地方債現在高倍率 1.3 倍

税の徴収率 85.8 ％

財調・減債 1,717 百万円
積立金現在高

特定目的 1,034 百万円

ラスパイレス指数(H13.4.1) 99.8

⑤市町村税の状況（平成12年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率
収入額

前年比

1,199,096 1,095,473市町村民税

（構成比） （35.1） （37.3）
91.4 -6.0

1,829,232 1,508,268固定資産税

（構成比） （53.5） （51.4）
82.5 -6.5

392,772 331,812その他の税

（構成比） （11.5） （11.3）
84.5 1.2

合計 3,421,100 2,935,553 85.8 -5.5

＜公共施設整備状況＞（平成 12 年度）

小学校 6 校 老人福祉施設 0 ヶ所

中学校 4 校 病院・診療所 32 ヶ所

幼稚園 4 園 道路改良率 14.4％

保育所 3 ヶ所 道路舗装率 48.8％

図書館 0 ヶ所 ごみ焼却処理率 74.4％

公営住宅 331 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 15.5 ㎡ 上水道等普及率 73.2％

公民館等 13 ヶ所 排水等処理率 33.4％

体育館 1 ヶ所

プール 2 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
122.5％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

笠間市総合公園

整備事業

Ｓ59

～

Ｈ17

事業面積 23.5ha

4,591

佐白山周辺整備

事業

H13

～

Ｈ16

公園整備 1.13ha

30

街並み景観整備

事業（陶の小道

整備・稲荷神社

周辺整備）

H13

～

Ｈ16

まちづくり総合支援事業

陶板・御影石を使った歩道のグレー

ドアﾂプ

154

図書館整備事業

H12

～

Ｈ15

面積 2,780 ㎡

1,342

北関東自動車道

地域拠点整備事

業

H8

～

Ｈ17

計画面積 20ha

427

②今後の主要課題・特色ある行政等

＜主要課題＞

・広域合併の推進

・高度情報化施策の推進

・行政改革・地方分権の推進

・男女共同参画の実現

・産業経済振興

・少子高齢化施策の推進

・上下水道の整備の推進

・都市基盤整備の推進

＜特色ある行政＞

・ズレ勤務の導入


